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論文の内容の要旨
　本研究は，大都市圏郊外住民の通勤行動とその変化の性差について，住宅地域，旧市街地，農村部の比較を通
して分析することにより，大都市郊外の地域性を明らかにすることを目的とした。大都市圏における雇用の郊外
化には，女性の労働市場への参入が影響を与えている。就業地がいかに選択されて通勤行動圏が形成されるかを
解明するには，就業者の通勤行動に着目した，ミクロスケールでの詳細な分析が必要である。本研究では，アン
ケートと聞き取りにより収集した住民の就業歴のデータを用いて，夫婦と子供の通勤行動圏とその変化を，男女
別に詳細に分析した。
　研究方法は次の通りである。全国および東京大都市圏における就業と通勤行動の性差について検討した（第皿
章）。大都市郊外の住宅地域をとりあげ，夫，妻，息子，娘それぞれについて通勤行動圏の特性とその変化につい
て分析した（第皿章）。旧市街地と農村部に対して同様な分析をし，住宅地域の結果と比較した（第W，V章）。以
上の結果から，通勤行動の性差による大都市郊外の地域性について考察した（第w章）。研究対象地域として，東
京駅の北北東約30kmに位置する千葉県野田市を選定した。
　第皿章では，都道府県別および大都市圏における就業と通勤行動の性差について検討した。有配偶者は全国的
にみると男性が女性よりも通勤時間を費やしているが，未婚者の場合は，大都市圏を構成する都府県で，女性の
平均通勤時問が男性よりも長かった。また，東京大都市圏の北東セクターでは，東京駅から半径60k㎜以内の都市
において，未婚女性は未婚男性より通勤に長時間を費やしていた。
　第皿章では，住宅地域である野田市山崎地区を対象として，住民の通勤行動の特性を解明した。同地区の夫は，
長距離通勤を強いられていた。妻は結婚や出産の際に退職し，末子が学齢に達してから再就職する者が卓越した。
ホワイトカラーを志向する妻は，末子の成長に伴って通勤行動圏が拡大したが，ブルーカラーを志向する妻は，末
子の年齢とは関係なく自宅付近で就業していた。子供が乳幼児段階でも就業していた妻は，末子の年齢と関係な
く広域な通勤行動圏を保持していた。一方，息子は娘よりも平均通勤時問が短く，統計と同様な結果を得た。息
子の場合，ホワイトカラーと高学歴者の通勤行動圏が広大だったが，娘は職歴・学歴による通勤行動圏の差異が
不明確だった。就業に伴う独居によって通勤距離を短縮する者の多くは息子であり，娘の独居は少数であった。
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　第w章では，旧市街地である野田地区を対象として同様な分析を行った。同地区では地元就業者が多く，夫と
妻の通勤行動圏は双方とも狭域であった。しかし子供は，東京都内を含む広域な通勤行動圏を有していた。世帯
主夫婦の世代は住宅地域と全く異なる通勤行動を示すが，その子供の世代は住宅地域に類似した通勤行動を示し
ていた。
　第V章では，農村部である木野崎地区を対象として同様な分析を行った。同地区では，自家用車による通勤が
卓越していた。夫と娘は，東京都内への通勤者もいたが，息子の多くは県内で就業し，妻は地元周辺部でのみ就
業していた。三世代同居が妻の就業率を上昇させ，住宅面積が広いことが息子の独居を少数にとどめていた。
　第w章では，通勤行動の性差からみた大都市郊外の地域性について考察した。地域を問わず共通する点として，
夫と娘の平均通勤距離が長いこと，妻の就業率が子供の成長に伴い上昇すること，息子の通勤行動圏が職種や学
歴によって異なることが指摘される。一方，通勤行動に地域差を生じさせる地域的要因として，住宅地域では東
京での就業世帯が大量に流入し，彼らが多数を占めていること，旧市街地では地元出身者が卓越すること，農村
部では鉄道駅への近接性が低く，モータリゼーションが進行していること等が導出された。本来，大都市郊外に
共通する夫，妻，息子，娘それぞれの通勤行動の特性に，これらの地域的要因が影響を及ぼし，通勤行動に地域
差を生み出していることが解明された。
審査の結果の要旨
本研究の主要な評価は，次の3点である。第1に，大都市圏郊外住民の通勤行動をジェンダーの視点から分析
し，大都市圏研究に新しい分野を開拓した。第2に，就業歴を分析する手法を用いて男女の通勤行動を比較する
ことにより，通勤行動の性差を見出した。第3に，性格の異なる3地域を対象として通勤行動を分析することに
より，大都市郊外の地域性を導き出した。
　よって，著者は博士（理学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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